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1．はじめに 

 我が国は，台風，水害，地震，津波，噴火などの自然災害多発国である．その中でも，近年最も注目を集

めているのが「地震」による災害であり，我々に衝撃的な記憶として残っているのは，阪神・淡路大震災で

ある．戦後最悪の極めて深刻な被害をもたらした震災を経験したことで，被災者をはじめとする国民は日頃

からの備えがいかに大切かということを痛感し，防災意識は自然と高まっていった．しかしながら，10 年と

いう時間の経過とともに阪神・淡路大震災の記憶は風化されつつある． 
 そこで本研究では，震災の経験の風化を防ぐために，有識者に対して行ったアンケート調査の回答結果か

ら，その教訓を対象者別(国民向け，国際社会向け)・時間経過別(災害前，災害時，災害後)に分類して抽出・

整理した．さらに，2004 年 10 月 23 日に

発生した新潟中越地震にそれらの教訓が生

かされているかどうかを，数社の新聞記事

を追跡することで検証した． 

 
災 害 

  
室内で地震を感じても，あわ

てて外に出てはいけない 

7

  
子どもの命は親(大人)が守る 
8

  
災害時には日常の行動モード

をとらない見識が必要である 

9

災害前 災害後 

 
過去の教訓や伝承は検証する必要がある

1

 
建物や家具に固定・耐震補強をする 
2

 
多くの市民が命を守る基本的な知識を身

に付ける 

3

 
防災グッズの常備が必要である 
4

 
就寝時は必ず携帯電話と電灯を側に置く

5

 
地震保険への正しい知識が必要である 
6

 
人と人が励まし合って生きることが大切

11 

 
情報拠点となる避難所に毎日行く 
12 

 
被災者への援助は義捐金に限る 
13 

 
被災者の最大の関心事は「すまい」であり，

次に「つながり」である 

14 

 
救出現場で救出作業の妨げになる報道の

仕方は控えるべきである 

10

自分達のまちは自分たちで守る(自助が大切である) 15

過去の災害に関する教訓や伝承は防災・減災に役に立つ 16

防災事業はコスト・ベネフィット解析に基づいて進めてはいけないものがある 17

義捐金や支援資金の交付には罹災証明が必要である 18

2．調査方法 
 本研究で対象としたアンケート調査は，

内閣府が震災 10 年事業を前に有識者に対

して行った「阪神・淡路大震災の教訓は何

か」という記述式のものである．その回答

結果から，その教訓を対象者別・時間経過

別に分類して抽出・整理を行った．さらに，

2004 年 10 月 23 日に発生した新潟中越地

震に関する災害発生時から約 1 ヶ月間の数

社の新聞記事を追跡することで，それらの

教訓がいかされているかを検証した． 
3．調査結果および考察 
図－1 には，前述のアンケート結果より

抽出した国民向けの教訓を示した．「就寝時

は必ず携帯電話と電灯を側に置いておく」

などの日常生活の中での小さな気遣いから，

「生活避難所は情報拠点となるため毎日避

難所に行く」など実際に被災した時の知恵

まで，数多くの教訓があり，これらは阪神・

淡路大震災の教訓として最も身近な教訓で

ある．したがって，国民が自ら災害に備え

る場合にはまずこれらの教訓を真摯に受け

止める必要がある． 

 

災 害 災害前 災害後 

 
災害前だけでなく災害後も防災教育は必要で

ある 

19

 
最大の防災は戦争を起こす前に止めることで

ある 

20

 
国際的な組織は災害を対処するためのプログ

ラムとメカニズムを持っているべきである 

21

 
大切な人を失った被災者のこころの傷は生涯

消え去らない 

23 

災害は必ず起こる(繰り返す) 24

被害抑止による防災と被害軽減による減災をうまく組み合わせる必要がある 25

社会の防災力を向上させることは，災害弱者に優しい社会をつくることである 26

 
木造住宅の全壊・倒壊が卓越する地震災害では，

救助活動は初日が勝負である 

22

図－1 国民向けの教訓 

図－2 国際社会向けの教訓 
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図－2 には，国際社会向けの教訓を示

した．これには「災害前だけでなく災害

後にも防災教育は必要である」，「社会の

防災力を向上させることは災害弱者に優

しい社会をつくることである」など，行

政や国際機関に向けた教訓が多くみられ

た．阪神・淡路大震災のような大災害の

教訓や伝承は，国内だけでなく世界に発

信され生かされなければならない． 

 災 害 

  
必要な物資・ノウハウをタイ

ムリーに援助する 

34

災害前 災害後 

 
平常時の地域の連携が大切である 
27

 
日頃からの災害への備えと協力体制の構築が

必要である 

28

 
公共機関施設の耐震化は急務である 
29

 
公共機関のリーダーは歩いて 1 時間以内のと

ころに住むことを義務付ける必要がある 

30

 
NHK と民放ラジオ局が共同で情報を発信し

ていることをもっと宣伝する必要がある 

31

 
運搬方法に関する備えが必要である 
32

 
ボランティアの熱気を冷ましてはならない 
37 

 
災害援助ボランティア団体と政府との意見交

換が必要である 

38 

 
被災者に対する心的サポートを強化していく

必要がある 

39 

 
災害直後の復旧より，その後の復興が大変長

丁場である 

40 

 
情報の収集と提供手段を確保することが重要

である 

35

防災・減災は土地利用計画を基本に行う必要がある 42

 
通信設備の耐震化・ネットワークの信頼性向

上・緊急対応制の強化が必要である 

33

 
復興の早いうちに専門家を入れて町並みを守

るべきである 

41 

 
生きることを途中であきらめてはいけない 
36

 図－3 には，国民・国際社会共通向け

の教訓を示した．これらの教訓は我が国

を始めとする先進国や発展途上国，また

災害を頻繁に経験している国・災害未経

験の国の国民や機関に向けて発信される

べき教訓である． 
図－3 共通(国民・国際社会向け)の教訓 

 表－1 には，2004 年 10 月 23 日に発生

した新潟中越地震の際に，阪神・淡路大震

災から学んだ教訓が生かされたかどうかを

示した．阪神・淡路大震災と新潟中越地震

は，余震活動の規模や道路網の違いなど，

いくつかの相違点があったが，「初動対応が

早かった」，「ボランティアの中にリーダー

となる人が出てきた」など，生かされた教

訓も多数あった．また反対に，「耐震化が進

んでいない」，「災害用の食糧，飲料水を備

蓄していない」など，生かされなかった教

訓があったことも事実である． 

自衛隊・警察・消防などの初動は比較的早かった

近隣都府県からの応援部隊の出動が早かった

自助の精神が地域を支えた

隣近所の日頃からの緊密な付き合いが地域を支えた

（仮設住宅について）集落単位の入居が考慮された

集会所や談話室が当初から設営された

ボランティアの復旧作業の手助けは心強かった

ボランティアの中にリーダーとなる人がでてきた

増加している高齢者に着目した防災対策ができていなかった

病院や学校などの耐震診断や補強が未だ半数にも達していない

耐震化が必要との意識はあるが，財政難もあって進んでいなかった

地震対応のマニュアルがなかった

災害用の食糧，飲料水とも備蓄していなかった

阪神・淡路大震災でも問題となった救援物資の偏在が起きた

生
か
さ
れ
た
教
訓

生
か
さ
れ
な
か

っ
た
教
訓

表－1 教訓は生かされたか 

 このように，阪神・淡路大震災の教訓を

新潟中越地震で実証してみると，引き続き

語り継がれていかなければならない教訓や

新たな教訓が浮かび上がってきた．その代

表的なものは以下のようである． 
①建物の耐震化 
 我が国では，災害時に避難所となる病院や学校などの耐震診断や補強が未だ半数にも達していない．財政

難という問題もあるが，国や自治体は耐震化に対してより一層力を入れるべきである． 
②災害への備えは常に点検と更新が欠かせない 
 少子高齢化など地域社会の姿が変わり，防災網にほころびができている部分がある．特に近年発生した災

害では，犠牲者が高齢者や障害者に集中しており，この教訓は強く語り継いでいかなければならない． 
③新潟中越地震の経験を東海・東南海・南海地震の防災対策に生かす 
 国や自治体は，地震の時間差発生による被害拡大を防ぐため，住民意識の啓発に努め，また住民は自助や

共助の精神を持って災害に対応する必要がある． 
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